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Ⅰ　はじめに

【財務書類４表】

作成にあたって

表の名称

貸借対照表

行政コスト計算書

平成２６年３月３１日時点における、土地、建物といった市の
財産（資産）と、その資産を取得するための借入金（負債）、
そして資産と負債の差額である純資産の金額を明らかにするも
の

平成２５年度中における、資産形成を伴わない経常的な行政活
動に伴う純経常行政コスト（特定行政サービスの受益者以外が
税収等により負担するコスト）を明らかにするもの

　平成１８年８月に総務省から示された「地方公共団体における行政改革の更なる推進

のための指針（地方行革新指針）」により、発生主義、複式簿記の基本的考え方を採り

入れた財務書類４表（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計

算書）の作成、公表が求められ、加東市では、平成２０年度決算から総務省方式改訂モ

デルに基づき、財務書類４表を作成、公表しています。

　今回、平成２5年度決算に係る財務書類４表を作成しましたので、その概要を公表し

ます。

表の特徴

貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が平成2５年
度中でどのように変動したかを明らかにするもの

資金収支計算書
収支の性質を３つに区分（「経常的収支の部」、「公共資産整
備収支の部」、「投資・財務的収支の部」）して、それにかか
る平成２５年度中の資金の動きを明らかにするもの

純資産変動計算書
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【財務書類４表の関係】

◎上図において矢印で結ばれているところは、金額が一致することを意味しています。

歳計現金増減額 一般財源、補助金等

＋ | ＋

＝ ＝

期末歳計現金 期末純資産残高

― ―

支出 純経常行政コスト
＝ ＋

貸借対照表 行政コスト計算書

【BS】 【PL】

資産 負債
経常行政コスト

期首純資産残高

―

（歳計現金）
経常収益

純資産

＝

純経常行政コスト

※純資産の変動を表現するためにNWMで
は、±（プラスマイナス）と表現しています。

資金収支計算書 純資産変動計算書

期首歳計現金 資産評価替え等

【CF】 【NWM】

収入
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Ⅱ　普通会計財務諸表

（単位：千円）

25年度 24年度 増減

A B A-B

77,782,627 75,089,902 2,692,725

 １　公共資産 59,666,754 58,262,900 1,403,854

（１）有形固定資産※ 59,592,054 58,186,300 1,405,754

（２）売却可能資産※ 74,700 76,600 △ 1,900

 ２　投資等 11,216,299 10,418,200 798,099

（１）投資及び出資金 3,292,154 3,201,989 90,165

（２）貸付金※ 88,053 90,513 △ 2,460

（３）基金等 7,376,667 6,659,094 717,573

（４）長期延滞債権※ 510,473 515,884 △ 5,411

（５）回収不能見込額※ △ 51,048 △ 49,280 △ 1,768

 ３　流動資産 6,899,574 6,408,802 490,772

（１）現金預金 6,775,570 6,284,600 490,970

 　　うち歳計現金 822,690 720,780 101,910

（２）未収金 124,004 124,202 △ 198

 　　①未収金 124,004 124,202 △ 198

 　　②回収不能見込額 0 0 0

21,630,341 19,703,997 1,926,344

 １　固定負債 19,906,410 18,011,215 1,895,195

（１）地方債 17,300,051 15,392,078 1,907,973

（２）退職手当引当金※ 2,601,769 2,591,644 10,125

（３）損失補償等引当金※ 4,590 27,493 △ 22,903

 ２　流動負債 1,723,931 1,692,782 31,149

（１）翌年度償還予定地方債 1,609,057 1,579,839 29,218

（２）賞与引当金※ 114,874 112,943 1,931

56,152,286 55,385,905 766,381

77,782,627 75,089,902 2,692,725

＊ 有形固定資産の減価償却累計額：61,054,107千円

負債及び純資産合計　Ｄ（Ｂ＋Ｃ）

　負債合計　Ｂ

貸借対照表

　資産合計　Ａ（Ａ＝Ｄ）

純資産合計（公共資産整備補助金、一般財源等）Ｃ

　平成２５年度末の資産は７７７億８，２６２万７千円、その内訳は負債２１６億３，０

３４万１千円、純資産５６１億５，２２８万６千円となりました。

　市民一人あたりに換算すると、資産は１９５万６千円（前年度比 ７万５千円増）、負

債は５４万４千円（前年度比 ５万円増）、純資産は１４１万２千円（前年度比 ２万５千

円増）となります。なお、市民一人あたりの換算は、平成２６年３月３１日現在の住民基

本台帳人口３９，７６１人（前年度人口３９，９２２人）に基づいて算出しています。

区分

　前年度と比較すると、資産は、２６億９，２７２万５千円の増となりました。主な要因

は、新庁舎建設による有形固定資産の増と地域情報化基金、災害対策基金等の積立による

基金の増によるものです。一方、負債は、新庁舎建設を含む地方債の借入等により１９億

２，６３４万４千円の増となりました。

　結果、純資産において７億６，６３８万１千円の増となりました。

※ 有形固定資産

※ 売却可能資産

※ 貸付金

※ 長期延滞債権

※ 回収不能見込額

市場価値があり、現に公用もしくは公共用に供されていない公有財産で売却すること
が決定している、又は、近い将来売却が予定されている資産

※ 退職手当引当金

※ 損失補償等引当金

※ 賞与引当金

行政サービスを提供するために長期にわたって使用又は利用するものとして所有し、
物理的に存在する資産

翌年度に支払われる予定の期末・勤勉手当のうち、当年度に負担する金額

第三セクター等に係る損失補償債務

当年度末に全職員が普通退職したと想定した場合の要支給額

将来の回収が見込まれない金額

当年度末日現在で回収期限から1年以上経過している債権

回収期日が到来していないもので、長期延滞債権に該当しないもの
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（単位：千円）

25年度 24年度 増減

A B A-B

 １　人にかかるコスト 2,060,392 2,328,280 △ 267,888

（１）人件費 1,976,511 2,086,916 △ 110,405

（２）退職手当引当金繰入等
※ △ 30,993 128,421 △ 159,414

（３）賞与引当金繰入
※ 114,874 112,943 1,931

 ２　物にかかるコスト 5,215,441 4,963,146 252,295

（１）物件費 2,580,247 2,340,002 240,245

（２）維持補修費
※ 167,323 148,619 18,704

（３）減価償却費
※ 2,467,871 2,474,525 △ 6,654

 ３　移転支出的なコスト 7,754,167 7,888,228 △ 134,061

（１）社会保障費 2,747,893 2,631,089 116,804

（２）補助金等 1,700,426 1,723,581 △ 23,155

（３）他会計への支出額等 3,305,848 3,533,558 △ 227,710

 ４　その他のコスト 230,523 193,087 37,436

（１）支払利息 206,373 220,950 △ 14,577

（２）その他 24,150 △ 27,863 52,013

15,260,523 15,372,741 △ 112,218

 １　使用料・手数料 748,149 736,231 11,918

 ２　分担金・負担金・寄附金 317,859 277,829 40,030

1,066,008 1,014,060 51,948

14,194,515 14,358,681 △ 164,166

※ 賞与引当金繰入

　前年度と比較すると、経常行政コストは、人件費や退職手当引当金繰入額、他会計へ

の支出額等が減少したことにより１億１，２２１万８千円抑制できました。また、経常

収益は、分担金・負担金・寄附金の増加により５，１９４万８千円の増となりました。

　結果、純経常行政コストとしては、１億６，４１６万６千円の抑制が図られました。

純経常行政コスト※　Ａ－Ｂ

経常行政コスト合計※　Ａ

当年度に負担すべき、職員等の退職に係る費用（退職手当組合負担金など）※ 退職手当引当金繰入等

区分

資産の機能維持のために必要な修繕費等

当年度に負担すべき、翌年度に支給される賞与（翌年度支給の6月期賞与のう
ち、１２～３月分）

税収等により賄わられる受益者以外が負担するコスト

対価性のある行政サービスを受ける特定の者（受益者）から徴収する料金等

行政コスト計算書

　平成２５年度の経常行政コストは１５２億６，０５２万３千円、経常収益は１０億
６，６００万８千円で、経常行政コストと経常収益の差である純経常行政コストは、１
４１億９，４５１万５千円となりました。

　なお、この財源として地方税６６億４，８１７万６千円、地方交付税３８億５，４１

８万３千円、国や県からの補助金２８億６，８２７万６千円などがあります。

　市民一人あたりに換算すると、経常行政コストは３８万４千円（前年度比 １千円

減）、経常収益は２万７千円（前年度比 ２千円増）で、純経常行政コストは３５万７千

円（前年度比 ３千円減）となります。

経常収益合計※　Ｂ

※ 維持補修費

※ 純経常行政コスト

※ 経常収益

※ 経常行政コスト

※ 減価償却費

資産形成に結び付かない経常的な行政サービスを提供するために発生する費用

土地を除く固定資産の当年度中に減少した資産価値
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（単位：千円）

25年度 24年度 増減

A B A-B

 期首純資産残高　Ａ 55,385,905 55,456,677 △ 70,772

　 純経常行政コスト △ 14,194,515 △ 14,358,681 164,166

　 一般財源 12,020,089 11,838,888 181,201

地方税　 6,648,176 6,619,606 28,570

地方交付税 3,854,183 3,704,771 149,412

その他行政コスト充当財源 1,517,730 1,514,511 3,219

　 補助金等受入 2,868,276 2,642,678 225,598

　 臨時損益等※ 72,531 △ 193,657 266,188

災害復旧事業費 38,360 33,679 4,681

公共資産除売却損益※、資産評価替変動額※等 34,171 △ 227,336 261,507

 期末純資産残高　Ｂ 56,152,286 55,385,905 766,381

 純資産変動額※　Ｂ－Ａ 766,381 △ 70,772 837,153

※ 純資産変動額

※ 資産評価替変動額

※ 公共資産除売却損益

※ 臨時損益等

当年度に純資産が増減した額

資産の評価替えによる資産価値の増減額

公共資産を除却又は売却した時の損益

経常的ではない純資産の増減要因（災害復旧事業費や公共資産の除売却など）

純資産変動計算書

区分

　平成２５年度中に純資産額（期末残高－期首残高）は、７億６，６３８万１千円の増

となりました。

　これは、純経常行政コストが１４１億９，４５１万５千円あったものの、地方税や地

方交付税等の一般財源１２０億２，００８万９千円、国や県からの補助金２８億６，８

２７万６千円などの資産で補えたためです。

　前年度と比較すると、前頁で述べたとおり純経常行政コストが抑制されており、収入

関係項目も税収の回復、地方交付税の増加による一般財源の増、補助金等受入の増、臨

時損益等の増により、6億７，２９８万７千円増加しています。

　結果、当年度の純資産残高を大幅に増加することができ、前年度の純資産変動額から

比較すると、８億３，７１５万3千円の改善を図ることができました。
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（単位：千円）

25年度 24年度 増減
A B A-B

 １ 経常的収支 3,540,573 3,189,046 351,527

支出 12,477,527 12,351,157 126,370

人件費 2,269,581 2,477,433 △ 207,852

物件費 2,580,247 2,340,002 240,245

社会保障費 2,747,893 2,631,089 116,804

補助金等 1,700,426 1,723,581 △ 23,155

支払利息等 3,179,380 3,179,052 328

収入 16,018,100 15,540,203 477,897

地方税 6,628,599 6,616,190 12,409

地方交付税 3,854,183 3,704,771 149,412

国県補助金等 2,281,680 2,114,777 166,903

地方債発行額 800,000 600,000 200,000

基金取崩額 20,886 125,086 △ 104,200

使用料・手数料等 2,432,752 2,379,379 53,373

 ２ 公共資産整備収支 △ 567,904 △ 529,291 △ 38,613

支出 4,166,394 2,168,460 1,997,934

公共資産整備支出 3,942,885 1,724,956 2,217,929

公共資産整備補助金支出等 223,509 443,504 △ 219,995

収入 3,598,490 1,639,169 1,959,321

国県補助金等 586,596 527,901 58,695

地方債発行額 2,768,200 1,032,300 1,735,900

基金取崩額、その他収入 243,694 78,968 164,726

 ３ 投資・財務的収支 △ 2,870,759 △ 2,720,008 △ 150,751

支出 3,194,888 3,309,933 △ 115,045
投資及び出資金、貸付金 55,000 61,000 △ 6,000

基金積立額 1,044,356 1,147,133 △ 102,777

地方債償還額 1,690,109 1,678,244 11,865

他会計等への公債費充当繰出等 405,423 423,556 △ 18,133

収入 324,129 589,925 △ 265,796

貸付金回収額 57,509 59,357 △ 1,848

地方債発行額 59,100 366,400 △ 307,300

公共資産等売却収入、その他収入 207,520 164,168 43,352

 当年度歳計現金増減額 101,910 △ 60,253 162,163

 期首歳計現金残高 720,780 781,033 △ 60,253

 期末歳計現金残高 822,690 720,780 101,910

資金収支計算書

　経常的収支は３５億４，０５７万３千円の黒字となっていますが、公共資産整備収支

の５億６，７９０万４千円と投資・財務的収支の２８億７，０７５万９千円の不足額を

補てんした結果、平成２５年度の期末歳計現金残高は、８億２，２６９万円となりまし

た。

区分

　各区分を前年度と比較すると、経常的収支は、主に人件費の抑制や地方交付税、国県

補助金等、地方債発行額の増加により、３億５，１５２万７千円の増、公共資産整備収

支は、３，８６１万３千円の減となっており、主な理由は、新庁舎建設に伴う公共施設

整備支出の増加によるものです。また、投資・財務的収支は、地方債発行額の抑制等に

より１億５，０７５万１千円の減となりました。

　結果、当年度の歳計現金は、前年度比１億１９１万円の増となり、前年度の歳計現金

増減額の減少額から比較すると、１億６，２１６万３千円の増となりました。
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]
１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 17,300,051

①生活インフラ・国土保全 28,211,963 (2) 長期未払金

②教育 13,761,624 ①物件の購入等

③福祉 1,926,367 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 605,568 ③その他

⑤産業振興 5,174,804 長期未払金計 0

⑥消防 657,531 (3) 退職手当引当金 2,601,769

⑦総務 9,254,197 (4) 損失補償等引当金 4,590

有形固定資産合計 59,592,054 固定負債合計 19,906,410

(2) 売却可能資産 74,700

公共資産合計 59,666,754 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 1,609,057

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 3,292,154 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 114,874

投資及び出資金計 3,292,154 流動負債合計 1,723,931

(2) 貸付金 88,053

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 21,630,341

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 5,124,008

③土地開発基金 503,538 [純資産の部]
④その他定額運用基金 0 １　公共資産等整備国県補助金等 10,777,028

⑤退職手当組合積立金 1,749,121

基金等計 7,376,667 ２　公共資産等整備一般財源等 47,643,318

(4) 長期延滞債権 510,473

(5) 回収不能見込額 △ 51,048 ３　その他一般財源等 △ 2,277,230

投資等合計 11,216,299

４　資産評価差額 9,170

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 56,152,286

①財政調整基金 5,198,346

②減債基金 754,534

③歳計現金 822,690

現金預金計 6,775,570

(2) 未収金

①地方税 117,731

②その他 6,273

③回収不能見込額 0

未収金計 124,004

流動資産合計 6,899,574

資　　産　　合　　計 77,782,627 負 債 ・ 純 資 産 合 計 77,782,627

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円
②教育 千円
③福祉 千円
④環境衛生 千円
⑤産業振興 千円
⑥消防 千円
⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円
③一般財源等 千円

計 千円
※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円
（うち共同発行地方債に係るもの 千円）
③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち 17,075,845 千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれています。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 34,326,001 千円
　[内訳]　普通会計地方債残高 18,909,108 千円 18,909,108 千円
　　　　　債務負担行為支出予定額 4,590 千円 4,590 千円 千円
　　　　　公営事業地方債負担見込額 13,199,598 千円 千円
　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 1,286,953 千円 千円
　　　　　退職手当負担見込額 925,752 千円 925,752 千円
　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 0 千円 千円
　　　　　連結実質赤字額 0 千円 千円
　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円 千円
　基金等将来負担軽減資産 38,770,576 千円
　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 9,545,230 千円
　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 2,061,064 千円
　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 27,164,282 千円
　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 -4,444,575 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は 16,489,791 千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は 61,054,107 千円です。

※６　売却可能資産は、普通財産のうち財産運用等検討委員会において売却可能と判断した資産を計上しており、平成２５年１月の固定資産税評価額を基に
　　　回収可能価額を算定しています。

【（翌年度償還予定）地方債・
（長期）未払金・引当金】

0
0

【契約債務・
偶発債務】

0
13,199,598
1,286,953

0

2,769,720
0
0
0

2,749,564

項目 金額

[内訳]
負債計上 注記

32,758
95,059

2,769,720

582,026

340,282
1,847,412

0

913,151
210,786
616,824
90,152

810,990

貸借対照表
（　平成２６年３月３１日現在　）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

0

0

資料
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平成26年3月31日現在の住基人口 39,761 人 （単位：円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 435,101

①生活インフラ・国土保全 709,539 (2) 長期未払金

②教育 346,109 ①物件の購入等

③福祉 48,449 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 15,230 ③その他

⑤産業振興 130,148 長期未払金計 0

⑥消防 16,537 (3) 退職手当引当金 65,435

⑦総務 232,746 (4) 損失補償等引当金 115

有形固定資産合計 1,498,756 固定負債合計 500,652

(2) 売却可能資産 1,879

公共資産合計 1,500,635 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 40,468

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 82,799 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 2,889

投資及び出資金計 82,799 流動負債合計 43,357

(2) 貸付金 2,215

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 544,009

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 128,870

③土地開発基金 12,664 [純資産の部]

④その他定額運用基金 0 １　公共資産等整備国県補助金等 271,045

⑤退職手当組合積立金 43,991

基金等計 185,525 ２　公共資産等整備一般財源等 1,198,242

(4) 長期延滞債権 12,839

(5) 回収不能見込額 △ 1,284 ３　その他一般財源等 △ 57,273

投資等合計 282,093

４　資産評価差額 231

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 1,412,245

①財政調整基金 130,740

②減債基金 18,977

③歳計現金 20,691

現金預金計 170,407

(2) 未収金

①地方税 2,961

②その他 158

③回収不能見込額 0

未収金計 3,119

流動資産合計 173,526

資　　産　　合　　計 1,956,254 負 債 ・ 純 資 産 合 計 1,956,254

※ 各数値ごとに人口割しているため、合計が合わない場合があります。

0

0

0

市民１人あたりの貸借対照表
（　平成２６年３月３１日現在　）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方
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4
.2

%
2
1
,6

9
8

3
3
,4

1
7

1
3
,4

4
0

8
,3

9
3

1
9
,2

5
8

2
,1

4
0

3
2
,6

3
5

1
7
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0
1
1

（
１

）
社

会
保

障
給

付
6
9
,1

1
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1
8
.0

%
7
1
0

6
8
,2
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1
2
1

（
２

）
補

助
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等
4
2
,7
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6

1
1
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%
2
5
6

1
,3

5
7

7
,4

4
0

1
0
,6

5
1

5
,5

0
9

1
5
,2

4
9

2
,2

8
0

2
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0

３
（
３

）
他

会
計

等
へ

の
支

出
額

7
9
,0

1
0

2
0
.6

%
2
4
,5

8
9

0
3
1
,9

5
0

1
3
,5

0
9

8
,8

6
5

9
7

0
0

0

（
４

）
他

団
体

へ
の

　
　

　
公

共
資

産
整

備
補

助
金

等
4
,1

3
3

1
.1

%
1
8
8

0
2
,2

5
1

7
7

1
,4

7
8

1
1
8

2
2

0
0

小
　

　
計

1
9
5
,0

1
9

5
0
.8

%
2
5
,0

3
3

2
,0

6
7

1
0
9
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2
0

2
4
,3

5
8

1
5
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5
2

1
5
,4

6
4

2
,3

0
2

2
4

0

（
１

）
支

払
利

息
5
,1

9
0

1
.4

%
5
,1

9
0

（
２

）
回

収
不

能
見

込
計

上
額

6
0
7

0
.2

%
6
0
7

（
３

）
そ

の
他

行
政

コ
ス

ト
0

0
.0

%
0

0
0

0
0

0
0

0
0

小
　

　
計

5
,7

9
7

1
.5

%
0

0
0

0
0

0
0

0
5
,1

9
0

6
0
7

0

3
8
3
,8

0
6

5
0
,4

2
7

4
4
,3

6
5

1
3
1
,1

9
3

3
6
,4

7
4

4
0
,2

2
6

1
8
,7

5
5

5
2
,0

6
1

4
,4

9
8

5
,1

9
0

6
0
7

1
1

（
　

構
　

成
　

比
　

率
　

）
1
3
.1

%
1
1
.6

%
3
4
.2

%
9
.5

%
1
0
.5

%
4
.9

%
1
3
.6

%
1
.2

%
1
.4

%
0
.2

%
0
.0

%

　
【
経

常
収

益
】

一
般

財
源

振
替

額

１
使

用
料

・
手

数
料

ｂ
1
8
,8

1
6

8
9
1

9
9
1

3
,0

3
6

7
7
4

2
,7

7
8

0
7
,5

2
2

0
0

0
2
,8

2
4

２
分

担
金

・
負

担
金

・
寄

附
金

ｃ
7
,9

9
4

0
0

6
,2

6
6

4
6
9

9
0
0

0
1
1
3

0
0

0
2
4
5

2
6
,8

0
9

8
9
1

9
9
1

9
,3

0
2

1
,2

4
3

3
,6

7
8

0
7
,6

3
5

0
0

0
3
,0

6
9

ｄ
／

ａ
6
.9

9
%

1
.8

%
2
.2

%
7
.1

%
3
.4

%
9
.1

%
0
.0

%
1
4
.7

%
0
.0

%
0
.0

%
0
.0

%

3
5
6
,9

9
8

4
9
,5

3
6

4
3
,3

7
4

1
2
1
,8

9
1

3
5
,2

3
1

3
6
,5

4
8

1
8
,7

5
5

4
4
,4

2
6

4
,4

9
8

5
,1

9
0

6
0
7

1
1

△
 3

,0
6
9

※
 
各

数
値

ご
と

に
人

口
割

し
て

い
る

た
め

、
合

計
が

合
わ

な
い

場
合

が
あ

り
ま

す
。

経
常

収
益

合
計

（
ｂ

＋
ｃ

）
ｄ

（
差

引
）
純

経
常

行
政

コ
ス

ト
ａ

－
ｄ

市
民

１
人

あ
た

り
の

行
政

コ
ス

ト
計

算
書

（
　

自
　

平
成

２
５

年
４

月
１

日
　

　
至

　
平

成
２

６
年

３
月

３
１

日
　

）

２ ４ 経
常

行
政

コ
ス

ト
ａ
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（
単

位
：
千

円
）

純
資

産
合

計
公

共
資

産
等

整
備

国
県

補
助

金
等

公
共

資
産

等
整

備
一

般
財

源
等

そ
の

他
一

般
財

源
等

資
産

評
価

差
額

期
首

純
資

産
残

高
55

,3
85

,9
05

10
,8

8
1
,2

3
9

4
7
,3

4
2
,6

5
3

△
 2

,8
4
9
,0

5
7

1
1
,0

7
0

純
経

常
行

政
コ

ス
ト

△
 1

4,
19

4,
51

5
△

 1
4,

19
4,

51
5

一
般

財
源

地
方

税
6
,6

4
8
,1

7
6

6,
6
4
8
,1

7
6

地
方

交
付

税
3
,8

5
4
,1

8
3

3
,8

5
4
,1

8
3

そ
の

他
行

政
コ

ス
ト

充
当

財
源

1,
51

7,
73

0
1,

51
7,

73
0

補
助

金
等

受
入

2
,8

6
8
,2

7
6

4
9
7
,3

4
8

2
,3

7
0
,9

2
8

臨
時

損
益

災
害

復
旧

事
業

費
3
8
,3

6
0

3
8
,3

6
0

公
共

資
産

除
売

却
損

益
1
3
,1

6
6

1
3
,1

6
6

投
資

損
益

2
2

損
失

補
償

等
引

当
金

繰
入

等
2
2
,9

0
3

2
2
,9

0
3

科
目

振
替

公
共

資
産

整
備

へ
の

財
源

投
入

66
4,

6
6
3

△
 6

6
4
,6

6
3

公
共

資
産

処
分

に
よ

る
財

源
増

0
△

 7
,8

8
6

7
,8

8
6

0

貸
付

金
・出

資
金

等
へ

の
財

源
投

入
75

8,
96

4
△

 7
5
8
,9

6
4

貸
付

金
・出

資
金

等
の

回
収

等
に

よ
る

財
源

増
0

△
 2

9
5
,4

0
9

2
9
5
,4

0
9

減
価

償
却

に
よ

る
財

源
増

△
 6

01
,5

59
△

 1
,8

66
,3

12
2,

46
7,

87
1

地
方

債
償

還
に

伴
う

財
源

振
替

1,
04

6,
64

5
△

 1
,0

46
,6

45

資
産

評
価

替
え

に
よ

る
変

動
額

△
 1

,9
0
0

△
 1

,9
0
0

無
償

受
贈

資
産

受
入

0
0

そ
の

他
0

0
0

期
末

純
資

産
残

高
56

,1
52

,2
86

10
,7

7
7
,0

2
8

4
7
,6

4
3
,3

1
8

△
 2

,2
7
7
,2

3
0

9
,1

7
0

純
資

産
変

動
計

算
書

（
　

自
　

平
成

２
５

年
４

月
１

日
　

　
至

　
平

成
２

６
年

３
月

３
１

日
　

）
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平
成

2
6
年

3
月

3
1
日

現
在

の
住

基
人

口
3
9
,
7
6
1
人

（
単

位
：
円

）

純
資

産
合

計
公

共
資

産
等

整
備

国
県

補
助

金
等

公
共

資
産

等
整

備
一

般
財

源
等

そ
の

他
一

般
財

源
等

資
産

評
価

差
額

期
首

純
資

産
残

高
1
,3

9
2
,9

7
1

2
7
3
,6

6
6

1
,1

9
0
,6

8
1

△
 7

1
,6

5
5

2
7
8

純
経

常
行

政
コ

ス
ト

△
 3
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6
,9
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6

△
 3
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,9
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財
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税
1
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,2
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0
3
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方
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付

税
9
6
,9
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4

9
6
,9

3
4

そ
の

他
行

政
コ

ス
ト

充
当

財
源

3
8
,1

7
1

3
8
,1

7
1

補
助

金
等

受
入

7
2
,1

3
7

1
2
,5

0
8

5
9
,6

2
9

臨
時

損
益

災
害

復
旧

事
業

費
9
6
5

9
6
5

公
共

資
産

除
売

却
損

益
3
3
1

3
3
1

投
資

損
益

0
0

損
失

補
償

等
引

当
金

繰
入

等
5
7
6

5
7
6

科
目

振
替

公
共

資
産

整
備

へ
の

財
源

投
入

1
6
,7

1
6

△
 1

6
,7

1
6

公
共

資
産

処
分

に
よ

る
財

源
増

0
△

 1
9
8

1
9
8

0

貸
付

金
・
出

資
金

等
へ

の
財

源
投

入
1
9
,0

8
8

△
 1

9
,0

8
8

貸
付

金
・
出

資
金

等
の

回
収

等
に

よ
る

財
源

増
0

△
 7

,4
3
0

7
,4

3
0

減
価

償
却

に
よ

る
財

源
増

△
 1

5
,1

2
9

△
 4

6
,9

3
8

6
2
,0

6
7

地
方

債
償

還
に

伴
う

財
源

振
替

2
6
,3

2
3

△
 2

6
,3

2
3

資
産

評
価

替
え

に
よ

る
変

動
額

△
 4

8
△

 4
8

無
償

受
贈

資
産

受
入

0
0

そ
の

他
0

0
0

期
末

純
資

産
残

高
1
,4

1
2
,2

4
5

2
7
1
,0

4
5

1
,1

9
8
,2

4
2

△
 5

7
,2

7
3

2
3
1

※
 
各

数
値

ご
と
に

人
口

割
し

て
い

る
た

め
、

合
計

が
合

わ
な

い
場

合
が

あ
り

ま
す

。

市
民

１
人

あ
た

り
の

純
資

産
変

動
計

算
書

（
　

自
　

平
成

２
５

年
４

月
１

日
　

　
至

　
平

成
２

６
年

３
月

３
１

日
　

）
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成25年度における一時借入金の借入限度額は3,500,000千円です。
③ 支払利息のうち、一時借入金利子は1,163千円です。
※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額
　繰越金 △
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支

389,060
△ 881,011

20,301,499
360,780

3,627,300
0

101,910

1,895,319

57,509

0

59,100

720,780

0

19,478,809

3,194,888

244

0

822,690

21,052

186,468

324,129

△ 2,870,759

55,000

1,044,356

405,179

1,690,109

59,190

4,166,394

586,596

3,598,490

△ 567,904

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

43,694

164,319

2,768,200

200,000

20,886

1,029,183

16,018,100

3,540,573

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部
3,942,885

3,854,183

2,281,680

720,768

303,809

378,992

800,000

1,700,426

206,373

2,767,324

205,683

12,477,527

6,628,599

資金収支計算書
（　自　平成２５年４月１日　　至　平成２６年３月３１日　）

１ 経 常 的 収 支 の 部

2,269,581

2,580,247

2,747,893
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平成26年3月31日現在の住基人口 39,761 人

（単位：円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※ 各数値ごとに人口割しているため、合計が合わない場合があります。

64,894

69,110

42,766

5,190

市民１人あたりの資金収支計算書
（　自　平成２５年４月１日　　至　平成２６年３月３１日　）

１ 経 常 的 収 支 の 部

57,081

96,934

57,385

18,128

7,641

69,599

5,173

313,813

166,711

4,133

402,860

89,046

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部
99,165

9,532

20,120

525

25,884

6

69,621

5,030

1,099

90,503

1,489

104,786

14,753

2,563

△ 14,283

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部
0

18,128

1,383

26,266

10,190

42,507

80,352

0

1,446

0

1,486

0

20,691

529

4,690

8,152

△ 72,200
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